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国際社会における「法の支配」の実現を 

 

 

日本国内はもとより国際社会においても、「法の支配」は、実現されるべき

重要な課題である。日本国憲法は、司法権の独立、裁判官の独立と身分保障を

規定し、「法の支配」を統治の基本原理として据えており、その前文では、平

和主義や国際協調主義が明記されている。現行日本学術会議法の前文は、日本

学術会議が、「わが国の平和的復興、人類社会の福祉に貢献」することをその

使命として記し、日本学術会議憲章の前文では、日本学術会議が、「地球環境

と人類社会の調和ある平和的な発展に貢献することを、社会から負託されてい

る存在」であると宣明している。 

 

2002年に設立された国際刑事裁判所（ICC）は、国際刑事司法システムの支

柱を成しており、その裁判官等は、独立かつ公平にその権限を行使し、国際社

会における「法の支配」の実現に貢献してきた。とくに、ICCは、各国の司法

制度が、集団殺害犯罪（ジェノサイド）、人道に対する犯罪、戦争犯罪および

侵略犯罪について捜査・訴追する意思または能力を欠く場合に、これらの犯罪

を行った個人を捜査・訴追し、かつ被害者救済をも実現する機関であり、日本

を含む１２５の国と地域が、その設立文書である国際刑事裁判所規程の当事国

である。 

 

現時におけるこのような国際刑事裁判所の意義と役割を踏まえ、日本学術会

議は、同裁判所による国際的な「法の支配」の実現を支持するとともに、その

裁判官等の独立した活動の保障の実現を強く要請したい。また、同裁判所の権

限を尊重するとともに、同裁判所およびその裁判官等の独立かつ公平な活動を

強く支持したい。 
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